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　当会では、「ＪＡとともに、農業・地域金融機関として食と農業を通じ、愛媛農業の振興と
活力ある地域社会の発展に貢献する」という経営理念のもと、県内ＪＡと連携し、お客さま本
位の業務運営をより一層実現できるよう取り組んでまいります。

■ お客さま本位の業務運営に関する取組方針

１．お客さま本位の業務運営に関する方針の策定・公表等
　　当会は、平成29年3月に金融庁より公表された「顧客本位の業務運営に関する原則（以
下、原則という。）」を採択し、お客さまの安定的な資産形成に貢献するため、取組方針を
制定・公表しました。
　　なお、以下の取組事項については、県内ＪＡがお客さま本位の業務運営を実現するための
必要な支援を合わせて行ってまいります。
　※【原則１本文および（注）】

２．お客さまへの最適な商品提供
　　当会は、お客さまの多様なニーズに合った金融商品・サービスの提供を行なうため、当会
役職員の専門的商品知識と誠実・公正な職業倫理観の向上を図り「お客さま本位の業務運
営」を企業文化として定着するよう取り組んでまいります。
　※【原則２本文および（注）】

３．利益相反の適切な管理
　　当会は、お客さまの金融商品・サービスの選定・情報提供および販売・推奨の提案・契約
等において、お客さまの利益を不当に害することがないよう「利益相反管理方針」に基づき
適切に管理してまいります。
　※【原則３本文および（注）】

４．手数料等の明確化
　　当会は、お客さまがご負担される手数料その他の費用について、その手数料等がどのよう
なサービス等の対価に関するものかを含め、お客さまにご理解いただけるよう情報提供を行
ないます。
　※【原則４本文】

５．重要な情報の分かりやすい提供
　　当会は、お客さまのご判断に資する重要な情報（金融商品・サービスの特徴、取引条件、
お客さまの状況やニーズをふまえた提案理由等）をわかりやすく誠実に提供してまいりま
す。
　※【原則５本文および（注１～５）】

６．お客さまにふさわしいサービスの提供
　　当会は、お客さまの多様なニーズに合った金融商品・サービスを提供するとともに、金融
商品・サービスの特徴や制度等にかかる内容を正しくご理解いただくための情報提供を行な
います。
　　なお、当会は投資性金融商品の組成は実施しておりません。
　※【原則６本文および（注１～５）】

７．職員に対する適切な動機づけの枠組み等
　　当会は、職員研修や資格取得の奨励を通じて、お客さまへの最適な商品提供等のお客さま
本位の業務運営が着実に実践されるよう取り組んでまいります。
　※【原則７本文および（注）】

　※上記の原則および注番号は、金融庁が公表している「顧客本位の業務運営に関する原則」
との対応を示しております。

お客さま本位の業務運営に関する取組方針
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　我々ＪＡバンクを取り巻く環境は、人口減少・高齢化などの構造的な問題による事業基盤へ
の影響に加え、ウクライナ情勢や中東問題、円安進行に伴う燃料・原材料価格等の高騰が依然
として農業経営に多大な影響を及ぼすなど、極めて厳しい状況にあります。
　こうした情勢のもと、令和５年度は、中期経営計画（令和４年度～令和６年度）の中間年度
として、基本戦略に掲げる「安定的収益還元機能の強化」、「ＪＡバンクえひめ本部機能の強
化」の主要施策に取り組みました。
　「安定的収益還元機能の強化」については、有価証券の計画的な投資に取り組むとともに、
地場企業および農業関連法人などへの新規開拓による貸出残高維持に取り組みました。
　「ＪＡバンクえひめ本部機能の強化」では、「農業の夢・ヒアリング訪問」の実施やウクラ
イナ情勢に伴う原油価格・農業資材等の物価高騰の影響を受けた農業者等に対して、「ＪＡバ
ンクえひめ原油・原材料等価格高騰対策資金」等により円滑な資金融通に努めるとともに、
「取引ランクアップ運動」や次世代との取引拡大に向けた各種キャンペーンの実施、提案型セ
ールスへの実践に取り組みました。
　また、地域貢献活動としては、「第61回愛媛マラソン」などの地域イベントへ協賛するとと
もに、愛媛県が子どもや子育て世代の支援のために創設した「子どもの愛顔応援ファンド」に
愛媛県産米と寄附金を寄贈し、寄贈米を活用した子ども食堂への支援活動などを続けておりま
す。
　以上のような取り組みの結果、経常利益、当期剰余金ともに計画を上回る実績を収めること
ができました。

■ 経営環境等

事業の概況

　令和６年３月末の県内ＪＡ貯金残高は、前年対比511億円減少し1兆9,985億円となりまし
た。
　ＪＡ貸出金残高は、前年対比109億円増加し3,826億円となりました。
　当会の資金調達では、令和６年３月末貯金残高は、前年対比438億円減少し１兆5,855億円と
なり、令和５年度期中平均残高は、前年対比422億円減少し1兆6,037億円となりました。
　一方、資金運用では、預け金残高は、前年対比109億円増加し9,340億円となり、期中平均残
高は、前年対比156億円減少し9,336億円となりました。
　貸出金残高は、前年対比188億円増加し1,156億円となり、期中平均残高は、前年対比10億
円減少し929億円となりました。
　有価証券残高は、前年対比601億円減少し5,484億円となり、期中平均残高は、前年対比333
億円減少し5,730億円となりました。
　事業収支では、経常収益は186億8千7百万円、経常費用は150億9千6百万円となりました。
この結果、経常利益は、前年対比6億7千6百万円減少し35億9千万円となりました。また、当
期剰余金は、前年対比6億4千6百万円減少し30億9千万円となりました。

■ 業績
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ＪＡは、お預りしている貯金等を原資として、組合員・地域の皆さまのさまざ
まな資金ニーズにお応えするためにご融資を行っております。
令和6年3月末現在の貸出金残高は3,826億円、うち地方公共団体向け貸出金は
276億円であります。

ＪＡが組合員をはじめ地域の皆さまからお預かりしている貯金等の残高は、令
和6年3月末現在1兆9,985億円となり、前年対比511億円の減少となりました。

信連の資金調達の状況

貸出金合計 地方公共団体向け貸出金

信連貯金等残高の推移

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

総合農協 その他農協、連合会、准・孫会員等 地方公共団体 金融機関 事業法人等

信連貯金預り先別残高

総合農協 その他農協、連合会、准・孫会員等 地方公共団体 その他

地方公共団体
343億円

総合農協
1兆5,308億円

その他
112億円

1兆5,855億円

当会の貯金等の残高は、令和６年3月末現在  1兆5,855億円となり、前年対比438億
円の減少となりました。

JAの資金調達の状況

JAの貯金等残高の推移

JAの貸出金の状況

JAの貸出金残高の推移

信連の貸出金の状況

信連貸出金残高の推移

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

1,156億円

当会の貸出金の残高は、令和６年3月末現在1,156億円となり、前年対比188億円
の増加となりました。

当会の資金調達は主として総合農協（ＪＡ）からの貯金によるものであります。

信連貸出先別貸出金残高

金融機関
373億円

事業法人等
315億円

県内ＪＡおよび当会にお預りしている貯金等を原資として、地域の皆さまの
さまざまな資金ニーズにお応えするためにご融資を行っております。

地方公共団体
189億円

その他農協、
連合会、
准・孫会員等
90億円

総合農協
270億円

276億円

3,826億円

283億円

3,717億円

292億円

3,581億円
1兆9,985億円2兆497億円2兆633億円

967億円935億円

1兆6,293億円1兆6,748億円

その他農協、
連合会、
准・孫会員等
6億円

■ 資金調達および資金供給の状況


